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「エコソリューション」の2030年断面の日本の貢献量
の8,000万トンや「エコプロダクト」の貢献量の4,200万
トンはどのように推定したのでしょうか。

・エコソリューションの8,000万トンについては、RITEに提供頂いた「世
界のCO2排出半減シナリオの分析」における、各地域の2030年時点
の鉄鋼生産想定と、TRT、CDQ等の主要省エネ設備の普及率想定か
ら、鉄鋼連盟において設備毎の削減効果を求め、この効果の内、一
定の割合が日系企業からの設備供給によってもたらされるものと仮定
して算定した。
・エコプロダクトの4,200万トンについては、日本エネルギー経済研究
所により、対象とする5品種の高機能鋼材における、毎年度断面の削
減効果を試算しているものである。削減効果は、高機能鋼材を使用し
た場合と通常の鋼材を使用した場合の軽量化による燃費改善や高温
強度を高めることによる発電効率の改善から、高機能鋼材を製造する
ことによる製鉄プロセスでの増エネを控除したネットで評価している。
2030年の削減効果は、5分野の最終製品が足元の需要レベル一定の
まま、毎年度蓄積していくという仮定の下、2030年時点に社会ストック
として蓄積した最終製品の削減効果を試算したものである。

NO.

仮に、低炭素社会実行計画フェーズⅡの目標を達
成できなかった場合の具体的な対応をご教示くださ
い。

・2030年時点における国際枠組みや国内制度が未定であり、どのよう
な担保措置が取り得るかについては、現時点で不明であることから、
引き続いての検討事項とする。

事業所の生産量あたりのエネルギー原単位と排出
原単位の分布をご教示ください。

・低炭素社会実行計画は参加会社全社の最適のプロダクトミックスの
もとでCO２排出削減に取り組んでおり、事業所毎のデータ比較は意
味を成さないことから、提出できない。

第３回会合における高村委員・藤野委員からの御意見に対する業界団体回答

業界として想定しているBAT（特にスライド4の対策メ
ニューのコークス炉効率改善、発電設備の効率改
善、省エネ強化）と、そのBATと目標との関係につい
てご教示ください。

・ＢＡＴについては、別添リスト（「Full List of Technologies for CO2
Emission Reduction and Energy Saving in World Steel Industry」）の
他、その後開発された技術（SCOPE21等）を追加。
・コークス炉効率改善、発電設備の効率改善、省エネ強化について
は、目標設定において、設備更新のタイミングで最先端技術が導入さ
れる場合の削減ポテンシャルを積み上げたもの。

対策メニューに削減量は記載されておりますが、メ
ニューごとに詳細（技術レベルでの内訳（特に③・
⑤）、対策導入量（基数やシェアなど、現状値も含
む）、省エネ量（燃料・電力別）、技術の普及のため
に必要な投資額など）を教えていただけますでしょう
か。

・フェーズⅡの削減目標900万トンは、対策メニュー毎の数字を約束す
るものではなく、それぞれの対策において最大限の導入を行った場合
の削減ポテンシャルを算定し、結果として積みあがった900万トンを目
標としたものである。
・削減ポテンシャルの算定に当たっては、それぞれの設備毎に一律に
寿命を設定し、2030年度までに当該寿命を迎えるものが、最先端のも
のに置き換わることを想定している。
・他方、実際に当該設備が更新されるか否かは、それぞれの操業状
態、立地環境（敷地制約や関連する他の設備への影響等）などに大き
く左右されるものであることから、900万トン削減達成が当初の技術別
の目安量通りに進むことは担保できない。

2030年の全国粗鋼生産量12,000万トンの内、高機
能鋼材の生産見通しについて教えて頂けますでしょ
うか。

・2030年の粗鋼生産量の生産構成については、2005年度並みを想
定。
・なお、2005年度時点の品種別鋼材の比率については、主に製造業
向けが多いと考えられる鋼板類が62％、主に建設向けが多いと考え
られる条鋼類が27％を占めている。

スライド４枚目のフェーズⅠの削減量は何年以降に
導入された対策による削減量を示しているのでしょう
か。

・2005年度の技術レベルを基準としている。

スライド４枚目のフェーズⅡの削減量は2021～2030
年の間に導入された対策による削減量でしょうか、
それとも、フェーズⅠの期間に導入された対策によ
る削減量も含まれているのでしょうか。

・フェーズⅠ.フェーズⅡとも2005年度の技術レベルを基準としており、
フェーズⅡの900万トン削減はフェーズⅠの500万トン削減を含むもの
である。

指 摘 回 答

全国粗鋼生産量の基準ケースとして1.2億トンと設定
した根拠とそれに関する資料をご教示ください。
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・長期エネルギー需給見通し再計算（2009年8月）
・革新的エネルギー環境戦略（2012年9月）

中央環境審議会地球環境部会２０２０年以降の地球温暖化対策検討小委員会・産業構造審議会産業技術環境分科会 
地球環境小委員会約束草案検討ワーキンググループ合同会合（第４回：１月２３日）配布資料（日本鉄鋼連盟回答部分） 
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